
　「公営競技納付金」は、地方公共団体が開催している、地方競馬、競輪、オー

トレース、ボートレースの収益の一部を地方公共団体金融機構に納付してい

ただく制度です。

　機構では、公営競技納付金を全額「地方公共団体健全化基金」として積立

を行い、この基金の運用益などを活用して、地方公共団体への貸付金（融資）

の金利を低く抑えています。 

　公営競技納付金と地方公共団体健全化基金は、公営競技を開催していない

地方公共団体にも、公営競技の収益を還元する仕組み（いわゆる「収益の均

てん化」）としての機能を果たしています。

　今号では令和７年度の公営競技納付金の状況等についてお知らせします。

公営競技納付金だより
（2026.9―第171号）

【ボートレース住之江（大阪市住之江区）】
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　令和７年度に納付された公営競技納付金は228億16百万円となり、前年度に比べて

１億４千万円（0.6％）増加しました。

　なお、公営競技の売上額は平成25年度以降、増加傾向が続いております。

（単位：百万円）
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➢ 公営競技の売上額と公営競技納付金の推移

※　平成 20 年度開催分から、分割納付及び還付制度（当年度売上額に基づく納付額の当年度納付及び還付）が

廃止され、精算納付制度（確定した決算額に基づき算定した額を翌年度納付）になったため、平成 21 年度以降

は売上額と納付額の年度にずれが生じています。
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　機構の貸付利率には、「基準利率」と「機構特別利率」の２種類があります。

　「機構特別利率」は、基準利率よりも低い利率（最大0.35％の利下げ※１）に設定されており、

貸付対象事業のうち、港湾整備事業、観光施設事業及び産業廃棄物処理事業の３事業※２を除

いた事業及び臨時財政対策債に適用されています。

　基準利率より利率を下げている分、機構の利息収入は減ることになりますが、地方公共団体

健全化基金の運用益と公営競技納付金、機構の自己財源で補てんする仕組みとなっています。

※１ 機構特別利率は、同一償還条件の財政融資資金の利率を下限としています。

※２ 港湾整備、観光施設、産業廃棄物処理は基準利率によります。

公営競技施行団体（競馬、競輪、ｵｰﾄﾚｰｽ、ﾎﾞｰﾄﾚｰｽ）
から納付される公営競技納付金

運 用

補てん

補てん

積 立

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

基 金 運 用 益

機構特別利率（貸付利率の利下げ）について
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１．地方公共団体健全化基金の仕組みと直近10年の利下げの状況

　納付いただいた公営競技納付金は、地方公共団体健全化基金の基本基金に全額積み立てられ、

運用されます。当該年度の基金運用益は、当該年度の利下げ補てん所要額に充てられ、その余

剰は地方公共団体健全化基金の組入基金に積み立てられます。

　利下げ補てん所要額に基金運用益を全額充当しても不足が発生する年度には、組入基金の積

立金、基本基金の積立金（当該年度の公営競技納付金の納付額を限度とする）の順に地方公共

団体健全化基金の積立金を取り崩して、利下げ補てん所要額の不足分に充てることとされてい

ます。

　下のグラフは直近10年の利下げ補てん所要額とP2の図中の「基金運用益等による利下げ」

の財源内訳の推移を示したものです。

　利下げ補てん所要額（青色折れ線）は増加傾向です。一方、基金運用益（オレンジ色）は、

令和４年度までは減少が続いていたものの、令和５年度以降は増加に転じています。なお、令

和７年度は10年前の約８割程度の水準となっています。

　平成28年度から令和３年度にかけては、運用の原資である基本基金の積立金（黄色）を限

度額まで取り崩しても利下げ補てん所要額の不足分を全て補うことができず、機構の自己財源

（緑色）を充当する状況が続きました。

➢ 利下げ補てん所要額、「基金運用益等による利下げ」の財源内訳の推移

（単位：百万円）
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２．令和７年度の地方公共団体健全化基金の状況

　令和７年度の地方公共団体健全化基金の年度末残高は9,372億48百万円となり、前年度に比

べて53億78百万円（0.6%）増加しました。これは、利下げ補てん所要額が増加した一方で、

その補てん財源である基金運用益も増加し、基本基金の積立金の取崩額が当該年度の公営競技

納付金の納付額の一部に留まったためです。

３．令和７年度の利下げ補てん所要額、基金運用益の状況

　令和７年度の利下げ補てん所要額は、253億23百万円でした。

　基金運用益は78億84百万円となっており、前年度に比べて10億72百万円（15.8％）増加し

たものの、基金運用益のみでは利下げ補てん所要額を満たせなかったため、基本基金から、当

該年度の公営競技納付金の納付額の一部である174億38百万円を充当して不足分を補いました。

　基金運用益は、基本基金を貸付けに充てることで得られるものですが、過去に低金利で貸し

付けた影響が継続しており、運用の原資である基本基金の積立金を取り崩さなければならない

状況となっています。

➢➢　地方公共団体健全化基金、利下げ補てん所要額、地方公共団体健全化基金の

運用益等の状況

（単位：百万円）

R6R5R4R3年　度

利下げ補てん所要額

基金運用益

【再掲】公営競技納付金

（当該年度納付分）

自己財源充当額（※）

地方公共団体健全化基金

（基本基金）を取り崩し、

利下げ補てん所要額へ

充当した額

地方公共団体健全化基金

（年度末残高）

地方公共団体健全化基金

増加額

23,322 22,598 23,344 24,116

6,595 6,187 6,380 6,811

13,691 19,997 19,589 22,676

13,691 16,410 16,964 17,304

3,034 ― ― ―

― 3,586 2,625 5,371

931,870

R7

25,323

7,884

22,816

17,438

―

5,378

937,248920,287 923,873 926,499

(注)表示単位未満切り捨てのため、計が一致しない場合があります。

※「自己財源充当額」は、利下げ補てん所要額に対して、基金運用益と基本基金の積立金（当該年度の公営競

技納付金の納付額を限度とする）を充てても足りない部分を、機構の自己財源（収益）から補っている額

です。
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　地方公共団体による資本市場からの資金調達を効率的かつ効果的に補完するため、地方公共

団体の地方債について、長期かつ低利の資金を融通し、地方公共団体の財政の健全な運営及び

住民福祉の増進に寄与しています。

　また、令和７年度末における貸付残高は約22兆5,640億円で、これを事業別にみると下水道

事業が最も多く全体の26.7％を占め、次いで臨時財政対策債22.5％、水道事業12.5％の順と

なっています。

１．貸付実績と貸付残高の推移

２．貸付残高　22兆5,640億円（令和７年度末）
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【貸付残高の推移】

【団体種別貸付残高（受託貸付を除く）】 ※（　）内は貸付団体数（2,167団体）

※四捨五入のため、計が一致しない場合があります。

【事業別貸付残高（受託貸付を除く）】

市町村・特別区
１４兆７，６０２億円

（1,709団体）都道府県
４兆６，９４８億円（47団体）

政令指定都市
２兆４，５６４億円（20団体）

企業団・組合等
６，５１３億円（388団体）

公社
１４億円（3団体）

下水道
６兆２９３億円（26.7％）

水道（上水＋簡水）
２兆８，１３１億円（12.5%）

病院

合併特例
緊急防災・減災

９，８８９億円（4.4%）

公共施設等適正管理推進
８，３６０億円（3.7%）

交通（一般＋高速鉄道）

その他
３兆４，１２３億円（15.1%）

６，０３１億円（2.7%）

臨時財政対策債
５兆６９６億円（22.5%）

減収補塡債
４，７０３億円（2.1%）

１兆３，１３９億円（5.8%）

１兆２７６億円（4.6%）

機構の貸付業務について（令和７年度）
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　このページでは、施行団体の納付金業務担当者様へ向けて、業務を実施するうえでの基礎的

な知識をＱ＆Ａ方式で簡単にご説明します。

Ｑ＆ＡＱ＆Ａ　納付金業務の基礎知識

Ｑ１　公営競技納付金の額はどうやって計算するのですか。

Ａ１�　下図のとおり、①「売上額を基礎として算出した値」と②「収益額を基礎とし

て算出した値」を比較し、①、②のいずれか少ない金額に８／１０を乗じた額が

納付額となります。

➢ 公営競技納付金の計算方法

※なお、累計赤字がある場合は、②が0となり、納付額も0となります。

　（公営競技納付金の納付に関する規則第２条）

Ｑ２　公営競技納付金の計算に使用する「収益」とはなんですか。

Ａ２�　公営競技納付金の納付に関する省令第１条の加算項目から控除項目を除した金

額です。言い換えると、下の「決算書イメージ図」のとおり、

「事業内収入」から「事業内支出」を除した金額です。

➢　収益の計算方法

➢　決算書イメージ図
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Ｑ６�　公営競技納付金の納付に関する規則第３条の「事業内支出に充てるために積み

立てたものが令和２年度以降の各年度に事業内支出以外の経費に充てられた場

合」には、どういったケースが該当しますか。

Ａ６�　事業内支出に分類されている積立金等について、積立てを行った年度時点にお

いて想定していた使途以外の経費に充てた場合に該当します。例えば以下のよう

なケースが挙げられます。� �

・基金を廃止すること� �

・基金条例の改正によって基金の目的を変更すること� �

・議会の議決によって建設改良積立金等を目的外に取り崩すこと�

Ｑ５　Ａ４の「これに充てるために積み立てたもの」とはなんですか。

Ａ５�　将来「公営競技施設の改善その他公営競技の公正かつ円滑な施行に直接必要な

経費」に充てることを予定している金額を、使途目的を定めて基金や建設改良積

立金等に積み立てたものを指します。� �

　当該積立金の使途目的が特定できないものは、「使途目的を特定しない積立金」

として、事業外支出と取り扱われています。

Ｑ３　「事業内収入」とはなんですか。

Ａ３�　公営競技会計に収入した金額のうち公営競技の施行に伴う収入に係る金額を指

します。

Ｑ４　「事業内支出」とはなんですか。

Ａ４�　公営競技会計から支出した金額のうち公営競技の開催に要する経費及び公営競

技施設の改善その他公営競技の公正かつ円滑な施行に直接必要な経費（これに充

てるために積み立てたものを含む。）に係る金額を指します。
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Ｑ７�　公営競技納付金の納付に関する規則第３条の「改めて算定する」とはどういっ

た作業でしょうか。

Ａ７�　例えば、N 年度において施設整備を使途と定めた基金に 100 万円を積み立て、

N ＋１年度においてこの基金の目的を変更し、積み立てた 100 万円を一般会計に

繰り出した場合を考えます。この場合、N 年度の収益計算では、積立金の額が事

業内支出となり、収益計算上加算されません。� �

　一方、N 年度において、一般会計に繰り出すことを使途と定めた基金に 100 万

円を積み立て、N ＋１年度に繰り出した場合、N 年度の収益計算においては、積

立金の額が事業外支出となり、収益計算上 100 万円加算されます。� �

　両者とも、N ＋１年度に基金から一般会計へ 100 万円の繰出しを行った点につ

いては共通していますが、N 年度の収益は前者の方が 100 万円少なく計算される

こととなります。� �

　このような状態を是正するため、事業内と認められた基金等について、積立年

度時点とは異なる目的に使途を変更した場合、積立年度時点において事業外支出

に充てるために積立てを行ったとみなして、過去の収益を再計算します。� �

　再計算により、上記の前者の事例においては、N 年度の収益が当初計算額＋

100 万円となります。再計算された収益の額に基づく公営競技納付金が過去の算

定額を上回る場合、N＋１年度にその差額を納付いただくこととなります。� �

　なお、積立年度時点と異なる目的に使途を変更した積立金を取り崩して公営競

技会計に収入した場合、積立金が取り崩された年度の収益計算上、当該収入は事

業外収入として取り扱います。

Ｑ８�　財政調整基金の積立金を「公営競技施設の改善その他公営競技の公正かつ円滑

な施行に直接必要な経費」に充てるために取り崩して使用しました。� �

　この場合の取崩額は事業内収入、事業外収入のどちらに該当しますか。

Ａ８�　事業外収入に該当します。� �

　積立金については、積み立てを行った年度の使途目的を確認して事業内か事業

外かを判断するため、財政調整基金の積立金の使用は、取り崩して使用する年度

時点の使途目的の如何に関わらず、事業外収入になります。
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Ｑ10　決算書に原本証明や押印は必要ですか。

Ａ10�　不要です。� �

　令和３年度算定以降、全ての書類を電子媒体でご提出いただくこととしており、

原本証明も押印も不要としております。

Ｑ９�　複数競技を施行している場合、各競技の予算からそれぞれいくら納付するかに

ついて、ルールはありますか。

Ａ９　ルールは存在せず、各団体のご判断にお任せしております。

Ｑ11　決算書の提出にあたって注意すべき点はありますか。

Ａ11�　公営競技納付金の算定に用いた数値と決算書の数値が一致していることを確認す

るために決算書の提出をお願いしておりますので、一部を抜粋して提出される場合

には、公営競技納付金の様式に記載すべき箇所が網羅されていること（抜粋漏れが

ないこと）を必ずご確認ください。� �

　また、提出書類の送付時点において、当該年度の決算に関して議会の議決が済ん

でいない場合には、地方公共団体の長に提出したもの又は議会に提出したものと同

じ決算書（案）を提出してください。提出後、変更が生じた場合は、必ず修正後の

決算書（案）を再提出してください。� �

　議会において決算の議決がなされた場合は、議決後の決算書を提出してください。

Ｑ 12　決算書以外の書類提出にあたって特に注意すべき点はありますか。

Ａ12�　近年の事例では、決算書等記載内容の根拠資料の提出漏れが散見されます。具

体的には� �

・雑収入、雑支出、その他といった項目の内訳� �

・寄付金の目的、金額等が確認できる資料� �

・負担金、補助金、交付金の支出先及び金額を記載した一覧表� �

です。これらに該当がある場合は忘れずに提出をお願いいたします。



―10―

Ｑ 13　様式は過年度のものを使用してもいいですか。

Ａ 13�　年度によって様式の数式等を修正している場合がありますので、必ず最新の

様式を使用してください。

Ｑ14　機構に問い合わせする際に注意すべきことはありますか。

Ａ14�　メールにてお問い合わせいただく際には、担当者個人のメールアドレスではな

く、公営競技納付金専用アドレス（noufukin@jfm.go.jp）宛てにご連絡いただき

ますようお願いいたします。

Ｑ15　公営競技納付金の納付期限はなにで定められていますか。

Ａ15�　地方財政法施行令（昭和２３年政令第２６７号）附則第２条第５項で、� �

１１月３０日までに機構に納付することと定められています。� �

※１１月３０日が銀行の休業日である場合は、当該休業日の翌営業日までに納付

することとなります。

公営競技納付金の納付期限は、令和８年１1 月 30 日（月）です。
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公式 HP 公式 X 公式Instagram 公式YouTube

【【有有料料席席（（キキンンググススイイーートト））】】  
完全個室タイプのグループルーム。(最大 10 名)

【【カカララフフルルジジャャンンピピーードドリリンンクク】】 
場内飲食店｢Café Suminoe｣のメニュー。ボー
トの 6 艇をイメージしたカラフルなドリンク。

【【入入場場ゲゲーートト】】 
大阪中心部の梅田・なんばから直通アクセス。
最寄り駅の住之江公園駅からも屋根付き専用
通路で徒歩 3 分。

【【第第１１タターーンンママーークク観観戦戦ススポポッットト】】 
レースの醍醐味である水しぶきやモーター音
を肌で感じることができる観戦スポット。

【【屋屋外外観観戦戦エエリリアア】】  
水面を間近に臨む観戦エリア。ナイター時には
モニュメントがライトアップ。

【【キキッッズズゴゴムムボボーートト乗乗船船会会】】 
ゴムボートに乗って競走水面を巡る、ファミリー
層向けの体験イベント。
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「東京興味ない？」

２０２６年の１月中旬、 私は上司からそう告

げられた。

出身は島根県、 大学生活を広島で過ごした

後、 県職員として島根県に帰ってきた。 今後、

県外に住む事はもうないだろうと考えていた

私は東京で生活することなど考えたこともな

かった。 異動希望先にも東京など書いておら

ず全くの予想外であった。 動揺しながらも内

容を聞いてみると、 割愛派遣というもので一

度県職員を退職し４年間東京勤務をするらし

い。 即決で 「行きます！」 と言えたらかっこ

よかったのだが、 その勇気は私にはなく数日

の猶予をいただき回答することになった。 三

日三晩悩みに悩んだ末、 東京行きを決断した

ものの、 当時の私の心境は好奇心と不安が入

り混じっていた。

３月になり正式に異動が決定したことで初め

て人に東京行きを伝えることができるように

なり、 かつてお世話になった上司や同期、 地

元の友達、 家族に伝えた。 人間とは単純なも

ので１月の話から時間が経つと次第に不安は

なくなっていき、 このときには東京行きになっ

たことに対する周りの反応を楽しんでいた。

東京で住む新しい家は島根県が借り上げて

いる部屋とのこと。 場所は 「北区」。 東京に

疎い私にとっては聞きなじみのない 「区」 で

あった。

３月末、 ついに東京に上陸。 人の多さ、 建

物の大きさには改めて驚愕しつつ、 まずは新

しく住むことになる我が家へ向かった。 北区

という名前のとおり東京の北にあるのだろう

が、 東京のどこが都会なのかわからなかった

私は「住む場所は都会過ぎない方がいいな…」

と思っていた。 まさしく私の希望どおり。 住

みやすそうな印象を受けた。 何よりスーパー

が近いことがうれしかった （島根の時に住ん

でいた場所が最寄りのスーパーまで歩いて行

くには遠い場所だったためである）。 島根から

送ったもの以外で足りないものを買いそろえ、

東京での生活の準備を進めた。 この間も東

京にいる友達や親戚に東京に来た報告を行っ

た。 これまたいい反応なのでビールがすすん

だことを覚えている。

東京での初の出勤を明日に控えたタイミン

グで私は家から勤務先の最寄り駅まで行っ

てみることにした。 右手に持った携帯電話で

表示している乗換案内と停車していく駅の名

前を確認しながら無事勤務先の最寄り駅まで

行くことができた。 ただ、 この日は昼に乗っ

たこともあってかそこまで電車は人が多くな

かった。 明日は噂に聞く 「満員電車」 を経験

するかもしれない。 島根での移動は車が多く、

電車移動は広島での生活ぶりである。 また広

島で 「満員電車」 に乗ったことはなかった。

その日は仕事への不安と満員電車への不安を

抱えながら眠りについた。

いよいよ初出勤当日。 家から勤務先へは約

１時間かかる。 満員電車ですんなり乗れない

事も危惧して早めに家を出た。 不安は的中。

駅に着いた瞬間ホームには多くの人が電車を

待っており、 駅に着いてからの一本目の電車

は見送ることになった。 その後の電車に乗る

ことができてからも人に潰されながら勤務先

まで出勤した。 ４年間この出勤を続けるのか

と気が重くなった （今ではすっかり慣れて、

何食わぬ顔で出勤している）。

配属先は経理課。 簿記の資格も持っていな

い私は経理の知識は全くなく、 単語もわから

ないため何の話をしているか理解するのに時

間がかかった。 また先輩たちの丁寧な手ほど

きのおかげで、 少しずつできる仕事が増えて

きた。 まだまだ至らないところはあるが、 一

刻も早く役に立てるように、これからも頑張っ

ていきたい。

東京で４ヶ月が経った。 不安を感じるとき

もあるが、 それも将来のいい思い出になるこ

とを期待し、 これからの残り３年８ヶ月の東京

生活を過ごしていこうと思う。

派遣職員の東京生活日記

本項は、各地の地方公共団体から派遣され、

当機構で働く職員の東京生活の様子をエッ

セイ形式で掲載するものです。



公営競技納付金等についてのお尋ね、ご連絡がありましたら、下記までお願いします。 

〒100-0012 東京都千代田区日比谷公園 1-3 市政会館 地方公共団体金融機構管理部経理課 

TEL：03(3539)2685 ☆ FAX：03(3539)2613 ☆ ホームページ：https://www.jfm.go.jp/ 

公営競技納付金専用アドレス：noufukin@jfm.go.jp 


